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して、住友セメント事件・東京地判昭 41.12.20 労民 17 巻６号 1407 頁、女子
出産退職制が問題となった事例として、三井造船事件・大阪地判昭 46.12.10
労民 22 巻６号 1163 頁、女子若年定年制が問題となった事例として、東急機
関工業事件・東京地判昭 44.7.1 労民 20 巻４号 715 頁、女子差別定年制が問題
となった事例として、伊豆シャボテン公園事件・最三小判昭 50.8.29 労判 233
号 45 頁、日産自動車事件・最三小判昭 56.3.24 判時 998 号３頁、放射線影響




















































事件・名古屋高金沢支判平 8.10.30 労判 707 号 37 頁、横浜セクシュアル・ハ






























































































































結、更新及び雇止めに関する基準」平成 15・10・22 厚労告 357 号、平成 20・






































要な裁判例として、メトロコマース事件・東京地判平 29.3.23 労判 1154 号５頁、
ヤマト運輸（賞与）事件・仙台地判平成 29.3.30 労判 1158 号 18 頁、日本郵便
事件・東京地判平 29.9.14 労判 1164 号５頁、日本郵便事件・大阪地判平
広島法学　42 巻４号（2019 年）－ 74
－ 115 －
30.2.21 労働経済判例速報 2338 号３頁、ハマキョウレックス事件・最二小判





















































　なお、2018 年の第 196 回国会で同一労働同一賃金を目指す働き方改革関連
法が成立しましたが、これにより派遣労働者にもパート労働法８条・９条と
広島法学　42 巻４号（2019 年）－ 72
－ 117 －
同一の規制がなされることになりました（労働者派遣法 30 条の３の改正）。
ただし、同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と同等以上の賃金であるこ
となどを定める労使協定を締結すればその適用を除外するとして労使協定方
式による待遇確保も認めています（労働者派遣法 30 条の４）。これは派遣元
に派遣労働者の待遇につき派遣先労働者との均衡処遇の努力義務を課すにと
どまるこれまでの法規制からすれば一歩前進といえます。
　（ⅳ）　外国人労働者は、出入国管理及び難民認定法（通称：出入国管理法
ないし入管法）が、専門的労働者の場合を除いて外国人が日本で労働するこ
とを原則として認めてはいません（ただし、2018 年の入管法改正で枠が広げ
られました）。しかし、在留資格上は就労することができないのにもかかわら
ず就労している不法就労外国人が多くみられる現状があります。ちなみに、
これらの不法就労外国人労働者にも基本的に労働基準法、労働組合法なども
含め労働法規の適用があることに注意する必要があります。また、事業活動
に関し外国人に不法就労させた使用者や不法就労をあっせんした者などは不
法就労助長罪として処罰の対象となります。
　なお、かつては、外国人の研修・技能実習制度に関し、労働法が適用され
る技能実習生とは異なり来日１年目の研修生は労働法が適用されないとされ
てきましたが、2009 年の入管法改正により最長３年の「技能実習」という在
留資格が認められ１年目より労働法が適用されることになりました。現在は
５年まで期間が延長されています。
